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２ 標識設置届の提出

１ 提出日
設置した日を含めて５日以内に提出してください。（規則第９条）日数には閉庁日を含みますが、

５日目が閉庁日にあたる場合には、その直後の開庁日を５日目として取り扱います。

（例）５日目が閉庁日の場合…閉庁日直後の開庁日が提出期限日となります

日 月 火 水 木 金 土

１日目

標識設置日

２日目 ３日目 ４日目 ５日目

閉庁日

閉庁日

提出期限日

（開庁日）

※ 提出期限を過ぎた場合は、提出日を含め５日遡った日を標識設置日と見なします。

２ 提出するもの

表－２ 標識設置届における提出書類

提出図書 備 考

１ 標識設置届「第２号様式」

・様式はホームページからダウンロードしてください

・「第２号様式」裏面の写真は、遠景および近景とします

・２辺以上の道路・通路等に接している場合は、それぞれ

の写真が必要です

・近景写真は、記載内容がはっきりと読み取れる大きさと

してください（別紙可）

２ 設計図書
付近案内図、配置図、各階平面図、立面図４面、断面図

および区長が必要と認める図書 ※１

３ 関係住民への説明用図書

イ あいさつ文（問い合わせ先・計画建築概要）

（Ｐ11参照）

ロ 付近案内図、配置図（敷地形状・高低差・建築物の位置

・保有距離）、立面図４面 ※２

ハ 工事概要説明資料（工事期間、作業方法、工事の騒音・

振動・安全対策、周辺環境に及ぼす影響およびその対

策等） ※３

ニ その他（各階平面図、断面図、地盤面日影図等） ※４

※１ 配置図に記載する高低差は、敷地内のほか隣地・道路との高低差も必要です。

また、平面図は間取りのあるもので、立面図は最高高さと軒高のわかるものを提出してください。

※２ 関係住民への説明用図書のうち、ロの図書は⑵の設計図書と兼ねることができます。

※３ 関係住民への説明用図書のうち、ハの図書はイ、ロ、ニの図書に説明の記載がある事項については、

省略することができます。

※４ 関係住民への説明用図書のうち、ニの図書は関係住民への配布を省略することができます。

３ 提出部数
１部
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４ 標識設置届の記載例 

 

建築基準法第２条第１項第16号

による者を記載してください 

建築主が個

人の場合で

あっても、

電話番号を

記載してく

ださい 

地番（筆数）が多い場合は、

『他○筆』と表現可能です 

別棟や付属棟を含む建築基準法施行令第２条の延べ面積

を記載してください 

※車庫や共用部等の容積率緩和部分の面積も含めます 

建築基準法第53条による建蔽率の緩和や同法

第55条による容積率の低減は含みません 

届出等の手続きに係る者の

連絡先を記載してください 
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・作業時間は午前８時から午後６時までとします。（作業時間の前後30分程度、準備や片付けを

させて頂きます）また、日曜日、祝日は原則、休日と致します。ただし、緊急時の対応や騒音、

振動等を伴わない作業につきましては、作業時間外および日曜日、祝日に作業をさせて頂く場合

がございます。

・工事の際は、低騒音、低振動の機器および工法の採用や、シート等による粉塵の飛散防止、工

事車両の搬出入時に作業員を配置し安全を確保するなど、ご近隣の皆様への配慮に努めます。
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４ 住民説明報告書の提出

建築主が説明会等による説明を行った後に、住民説明報告書（「第５号様式」）を添付図書とともに報

告してください。報告書提出の際に説明時の状況を伺いますので、実際に説明を行った方、もしくは、

状況を把握している方が提出してください。

なお、報告書の記載内容は、法令等に基づき関係住民からの自己情報開示請求に対し、公開します。

1 提出日
建築確認や許可・認定申請をしようとする日の10日前までに提出してください。（規則第11条）

【注意】

① 住民説明報告書は説明が終わらないと提出できません。

※住民からの質問や要望があった場合は、回答を行ってから住民説明報告書を提出するよう

努めてください。

② 説明後に隣接地住民に影響を及ぼすような変更がある場合は、その内容を説明してから提出し

てください。

③ 不在の際は初回訪問時に資料を投函し、日を改めて再訪したうえで、資料の投函日から概ね７

日程度（投函を受けた方が資料を見て問い合わせできる程度の期間）経過してから、住民説明

報告書を提出してください。

④ 建築計画の階数が２以下（地階なし）の一戸建て住宅（専用住宅）の場合、報告書の提出は不

要ですが、関係住民への説明は必須です。なお、区長が必要あると認めて報告を求めたときは、

住民説明報告書を提出しなければなりません。（条例第８条第２項）

２ 提出するもの
表－５ 住民説明報告書における提出書類

提出図書 備 考

１ 住民説明報告書「第５号様式」 ホームページからダウンロードしてください

２ 付近案内図 標識設置届時に提出していても、再度提出が必要

３ 付近状況図（Ｐ９参照）

隣接地住民の範囲、隣接地住民の建物の位置、階数および用途なら

びに隣接地住民の世帯主名等を表示した図 （P９図－３参照）

・１：５００程度以上の縮尺※

・付近の状況は出来るだけ正確にわかりやすく作成すること

・航空地図等を使用する場合は現状に合わせ修正すること

４ その他

説明会を開催した場合は、出席者名簿および説明会の議事録

その他区長が必要と認める関係図書

（例）工事協定などを締結した場合…工事協定書等の写し

※ Ａ２サイズ以上になりそうな時はお問い合せください。また、個人情報の取り扱いには注意をしてください。

３ 提出部数
１部
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（住民説明報告書の記載についての注意事項）

第２面

１ 「説明等の概要」の世帯数は、第３面「関係住民名簿と説明状況」の結果を集計し記載して

ください。

２ 住民説明で要望事項があった場合には「要望事項等あり」に ✓ し、「①要望事項」および

「②要望事項等の措置」について、第３面をもとに記載してください。

第３面

１ １枚に収まらない場合は、第３面を追加してください。

２ 表中の記載方法

⑴ 整理№は、添付する「付近状況図」に付した整理番号と同一とし、隣接地・周辺住民※の

うち該当するものに ✓してください。

※隣接地住民および周辺住民については、『３ 関係住民の範囲』（Ｐ８）を参照のこと。

⑵ 住所、アパート・マンション名、部屋番号、氏名は、住宅地図や現地、表札等により判明

したものを記載してください。氏名が不明な場合は、その旨を記載してください。

⑶ 訪問等月日の欄は、日付の右に訪問時の状況を記載してください。

イ 面会 居住者に直接会うことができ、説明をした場合

ロ 不在 訪問時に不在であった場合

ハ ｲﾝﾀｰﾎﾝ ドアホンやインターホン越しに通話でき、概要を伝えられた場合

ニ 説明会 説明会に出席され、事業の説明ができた場合

⑷ 資料の配布方法の欄は、該当する番号を ✓してください。

イ 「投函」の日付は、最初に投函した日を記入してください。

ロ 「依頼配布」については、説明者に代わり共同住宅等の管理人または所有者等が配布し

た場合をいいます。

⑸ 長期不在および説明聴取の拒否については、下記のとおりとします。（規則第10条第５項）

イ 「長期不在」 隣接地住民が30日間以上長期間にわたって不在の場合

ロ 「説明聴取の拒否」 隣接地住民が説明を受けることを拒否した場合

⑹ 要望事項は下記を参考に、できるだけ簡潔に記載してください。

要 望 事 項 区 分 対 応 内 容 区 分

Ａ 高さ 、階数 、配置等の変更 ａ 要望どおりできる

Ｂ 目隠し ｂ 一部できる(具体的に記入）

Ｃ 工事における騒音・振動・安全対策 ｃ できない

Ｄ 電波障害 ｄ 工事協定の締結

Ｅ その他 （具体的に記入） ｅ その他 (具体的に記入）



)

(

( )

(

( )

( )

)✓

✓

00-0000-0000

01-2345-6789

111-2222-3333

600.50

98-7654-3210

0.00 0.00

600.50

1,490.00

1,490.00

9,900

1,000.00
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７ 紛争の未然防止  

 

① 建築主・設計者および施工者は、建築計画・工事計画に際し関係住民への十分な配慮をはらい、

また誠意をもって説明するなど、紛争の予防に努めてください。  

② 法に適合していればどんな建築物を建てても問題ないということではなく、近隣へ影響を与え

ることを考え、関係住民から要望のあった場合には、その主張に十分に耳を傾け、積極的な話

し合いの機会を持って問題解決にあたってください。 

③ 敷地の効率的な利用や建築物の機能面を重視するだけでなく、近隣家屋への影響をできるだけ

少なくするよう、建築物の配置・高さ・形態などを十分配慮してください。 

 

① 中高層建築物の建築計画があれば、計画敷地に「建築計画のお知らせ」の標識が設置されます。 

隣接地住民には、説明会や個別訪問による説明や不在の際には資料が投函されます。疑問点等

は下記の質問例を参考にするなどして、計画に対しての理解に努めてください。また、周辺住

民の方は、建築物や工事による影響が心配される場合には、標識にある連絡先に計画内容の説

明を求めてください。 

② 建築主は、敷地の有効利用を図るため、建築物の高さや面積を建築基準法等で認められる限度

いっぱいに建てたいという気持ちが強いといえます。都市が過密化し、土地が高価となった今

日では、この事情にある程度の理解を示すようにしてください。 

③ 紛争調整の対象となる建築物は、建築基準法や建築基準関係規定に適合している建築物です。

建築主に対して要望を行う場合は、日照・通風の阻害などの諸影響を排除したいと思う気持ち

は当然でしょうが、建築主が譲歩できるような現実的で具体的な要望を行うように努めてくだ

さい。 

【質問例】 ・建築物の形態や規模（高さ、面積等）、配置（離隔距離等）について  

    ・日影の影響について 

    ・窓や出入口の位置について 

    ・工事前の家屋調査の有無や、工事に起因する被害があったときの対応について 

    ・工事の日程や作業工程、工事による日常生活への影響について      等 

 

 

① 話し合いの際には、感情的にならず、相手の話をよく聞き互譲の精神をもって理解に努めてく

ださい。 

② 当事者間で話し合いをした結果、合意に達した事項については、覚書または工事協定書等を締

結するなど、後日に紛争が生じないように努めてください（Ｐ22「工事協定書の例」参照）。

また、共同住宅の場合には、入居開始後の管理全般にかかるトラブル防止のため、町会または

近隣関係住民代表者と建築主との間で「管理協定書」や「覚書」を取り交わしておくと有効で

す。 

③ 当事者間の話し合いで努力をしても、なお合意が得られない場合は、Ｐ18にある「紛争の調整

手続き」をご参照ください。  

建築主の方へ 

関係住民の方へ 

建築主・関係住民の方へ 
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第５章 条 例 ・ 施 行 規 則

練馬区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例

(昭和53年10月６日条例第30号)

最終改正 令和元年７月１日条例第11号

第１章 総則

（目 的）

第１条 この条例は、中高層建築物および特定用途建

築物（以下「中高層建築物等」という。）の建築

（用途の変更をして特定用途建築物にすることを含

む。以下同じ。）に係る紛争の予防のための手続お

よび紛争の調整に関し必要な事項を定め、良好な近

隣関係の保持と、地域における健全な生活環境の維

持および向上に資することを目的とする。

（定 義）

第２条 この条例において、つぎの各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に掲げるところによ

る。

⑴ 中高層建築物 建築基準法（昭和25年法律第

201号）第２条第１号に規定する建築物で、つぎ

に掲げる用途地域（都市計画法（昭和43年法律第

100号）第８条第１項第１号に規定する用途地域

をいう。）の区分に応じ、それぞれつぎに掲げる

建築物をいう。

ア 都市計画法に基づく第１種低層住居専用地

域、第２種低層住居専用地域および田園住居地

域 高さ（建築基準法施行令（昭和25年政令第

338号）第２条第１項第６号本文および同号た

だし書ロに規定する高さをいう。以下同じ。）

が８メートルを超える建築物または地階を除く

階数が３以上の建築物

イ アに掲げる用途地域以外の用途地域 高さが

10メートルを超える建築物または地階を除く階

数が３以上の建築物

⑵ 大規模建築物 中高層建築物のうち練馬区まち

づくり条例（平成17年12月練馬区条例第95号。以

下「まちづくり条例」という。）第52条第１項第

１号に規定する建築物をいう。

⑶ 特定用途建築物 まちづくり条例第52条第１項

（同条第１号を除く。）および第61条第１項の

規定による届出の対象となる建築物で、つぎに掲

げるものをいう。

ア まちづくり条例第52条第１項第２号および第

61条第１項第１号に規定する建築物

イ まちづくり条例第52条第１項第３号に規定す

る建築物（以下「深夜営業集客施設」という。）

ウ まちづくり条例第52条第１項第４号および第

61条第１項第２号に規定する建築物

エ まちづくり条例第61条第１項第３号のワンル

ーム形式の集合住宅（以下「ワンルーム形式の

集合住宅」という。）

オ まちづくり条例第61条第１項第４号の寄宿舎

（以下「寄宿舎」という。）

カ まちづくり条例第61条第１項第５号の大規模

長屋等（以下「大規模長屋等」という。）

キ まちづくり条例第52条第１項第５号および第

61条第１項第６号に規定する建築物ク まちづ

くり条例第52条第１項第６号に規定する建築物

ケ まちづくり条例第52条第１項第７号および第

61条第１項第７号に規定する用途の変更の対象

となる建築物

⑷ 紛争 つぎに掲げる紛争をいう。

ア 中高層建築物の建築に伴って生ずる日照、通

風および採光の阻害、風害、電波障害等ならび

に工事中の騒音、振動等の周辺への影響に関す

る関係住民と建築主との間の紛争イ 特定用途

建築物の建築に伴い、当該特定用途建築物によ

り周辺の生活環境に及ぼす影響に関する関係住

民と建築主との間の紛争

⑸ 建築主 中高層建築物等に関する工事の請負契

約の注文者または請負契約によらず自ら工事を行

う者（第３号ケに規定する建築物の用途の変更を

する者を含む。）およびその代理人をいう。
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（昭和53年10月11日規則第40号）

改正 令和７年２月13日規則第５号

（趣旨）

第１条 この規則は、練馬区中高層建築物等の建築

に係る紛争の予防と調整に関する条例（昭和53年

10月練馬区条例第30号。以下「条例」という。）の

施行について、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用す

る用語の例による。

（隣接地住民の範囲等）

第３条 条例第２条第６号に掲げる中高層建築物等

の敷地境界線からその高さに等しい水平距離の範

囲内に居住する者とは、その範囲内にある建築物

（建築物の一部がその範囲内にある場合を含む。）

または独立した居室に居住する者で、つぎに掲げ

る者を除いたものをいう。

⑴ 同居人または下宿人

⑵ 他に生活の本拠を有する管理人または事業者

２ 条例第２条第６号ただし書に規定する敷地面積

は、20,000平方メートルとする。

（標識の様式）

第４条 条例第５条に規定する標識（以下「標識」

という。）の様式は、第１号様式によるものとする。

（標識の設置場所）

第５条 標識は、建築敷地の道路に接する部分（建

築敷地が２以上の道路に接するときは、そのそれ

ぞれの道路に接する部分）に、地面から標識の下

端までの高さがおおむね１メートルとなるよう設

置しなければならない。

（標識の設置期間）

第６条 標識の設置期間は、つぎの各号に掲げる手

続（第１号から第３号までの規定に掲げる手続に

あっては、建築基準法（昭和25年法律第201号。以

下「法」という。）第87条第１項において準用する

場合（条例第２条第３号キに規定する建築物への

用途の変更（以下「用途の変更」という。）に限

る。）を含む。）のいずれかをしようとする日（２以

上の手続を行う場合は、最初の手続をしようとする

日。以下「建築手続を開始する日」という。）の少

なくとも30日前から法第７条第１項に規定する完了

検査の申請（法第87条第１項において準用する場合

（用途の変更に限る。）を含む。）もしくは法第18条

第20項に規定する工事の完了の通知をした日または

法第７条の２第４項もしくは第18条第25項に規定す

る工事が完了した日までとする。

⑴ 法第６条第１項に規定する確認の申請

⑵ 法第６条の２第１項に規定する確認を受けるた

めの書類の提出

⑶ 法第18条第２項に規定する計画の通知

⑷ 法第43条第２項第１号、第44条第１項第３号、

第52条第６項第３号、第55条第２項、第57条第１

項、第68条の３第１項から第３項まで、第68条の

４、第68条の５の５第１項もしくは第２項、第68

条の５の６、第86条第１項もしくは第２項、第86

条の２第１項、第86条の６第２項または第86条の

８第１項もしくは第３項に規定する認定の申請

⑸ 法第43条第２項第２号、第44条第１項第２号も

しくは第４号、第47条ただし書、第48条第１項か

ら第13項までの各項ただし書（法第87条第２項ま

たは第３項において準用する場合を含む。）、第

52条第10項、第11項もしくは第14項、第53条第４

項、第５項もしくは第６項第３号、第53条の２第

１項第３号もしくは第４号（法第57条の５第３項

において準用する場合を含む。）、第55条第３項も

しくは第４項各号、第56条の２第１項ただし書、

第58条第２項、第59条第１項第３号もしくは第４

項、第59条の２第１項、第68条の３第４項、第68

条の５の３第２項、第68条の７第５項、第86条第

３項もしくは第４項または第86条の２第２項もし

くは第３項に規定する許可の申請
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